
Ⅰ．はじめに

　１９９０年代後半以降，九州南部地域で皆伐後の再造林が放棄され

る場合が目立つなど，森林管理水準の低下が指摘されている。管

理水準の低下の要因についても，主にケーススタディを通じて解

明されてきている。これまでに，再造林放棄の要因について林政

分野ですでに指摘されている諸要因を整理すると，表－１のよう

になる。本稿では，これらの諸要因も参考にしつつ，市町村別統

計によって示すことが可能と考えられるいくつかの要因について，

森林管理水準との関連性を分析する。とくに，既に指摘されてい

る因果関係の量的な把握や要因間の関連性の解明を目的としてい

る。

Ⅱ．使用するデータ

　１．分析の対象

　本研究では熊本県内の中山間地域を対象として分析を行うこと

とした。熊本県内の森林組合や熊本県の林業行政担当者からの聞

きとりによると，熊本県内でも県南地域で森林の管理水準の低下

がみられると言う。中山間地域の定義には様々あるものの，本研

究では福与（２０００）と同様に，市町村内の一部または全域が特定

農山村法の指定市町村に指定されている市町村を対象とした。た

だし，森林面積が少ない長洲町を分析から除外して，計５８市町村

を分析対象とした。また分析の対象時期は１９９０年および２０００年と

し，それぞれの時期についてデータセットを作成することとした。

　２．データセットの作成

　市町村単位で森林管理水準を示していると考えられる変数とし

て，「間伐実施水準」，「下刈りなど実施林家率」，「間伐実施林家

率」をとりあげることとした。それぞれの変数を算出するために

用いた統計と算出方法は表－２に示したとおりである。

　森林管理水準に影響する要因については，表－１に示されてい

る様々な要因のうち，市町村別統計を用いることが可能と判断さ

れる「林業への依存度」，「地域の過疎度（活性度）」，「自家労働

力の豊富さ」，および「不在村者所有面積割合」について分析を

行うこととした。また，これら４つの要因のほか，森林管理水準

と関係が深いと推測される「森林資源の成熟度」についても，関

連性を分析することとした。これら計５つの要因のそれぞれにつ

いて市町村別統計を用いて観察しようとしたとき，表－３に示し

たような変数を用いることが妥当と考えられた。

　３．市町村別統計の使用について

　ところで，市町村別統計は，森林管理水準に関しても，またそ

れに影響する要因に関しても，個別の事例的な調査結果以上に社

会における現実を正確に反映するものではない。同一市町村内で

あっても，集落により，また関連するさまざまな主体の事情によ

り，森林管理のあり方は異なっているのが通常だからである。し

たがって，市町村別統計を用いた分析から因果関係について厳密
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表－１．再造林放棄の要因に関する文献レビュー

文献指摘されている要因

堺，１９９９林家の経済状況

佐藤，１９９８林家の継承

佐藤，１９９８；遠藤，２０００地域の過疎度※

遠藤，２０００林業経営の採算性

遠藤，２０００地域労働市場の大小

遠藤，２０００素材生産業者の資本力

石崎，２０００林業への依存度※

餅田・堀，２０００不在村者所有面積※

餅田・堀，２０００自治体独自の政策

餅田・堀，２０００；興梠，２０００皆伐の作業主体

興梠，２０００自家労働力の確保状況※

※　本研究の分析対象とした要因。



に議論することはあまり適当ではないといってよいだろう。

　それにもかかわらず，あえて市町村別統計による説明を試みた

理由は，第１に，個別の事例から得られた知見がより広い地域に

おいても一般的にあてはまるのかどうかを検証できる可能性があ

るためである。また，第２に，市町村別統計は，森林の管理水準

に関わる社会科学的な研究においては，これまであまり用いられ

ていなかったため，新たな仮説を見いだせる可能性があることで

ある。

Ⅲ．分析方法

　表－２および表－３に示したように，「森林管理水準」，「林業

への依存度」，「地域の過疎度」などの本研究の対象としている概

念と関係が強いと思われる観測変数は複数存在している。しかも，

それぞれの概念に関して，どれか１つだけの観測変数で代表させ

るのは，一面的すぎるきらいがある。また一方で，種々の観測変

数をそのまま従属変数もしくは独立変数として用いて議論を進め

る場合，非常に多くの変数間で因果関係が推測されるために，分

析が複雑になりすぎる懸念がある。そこで本研究では，複数の観

測変数をより少数の概念に縮約したうえで，概念間あるいは概念

と観測変数との間の因果関係を分析するのに適した共分散構造分

析（豊田，１９９８，２０００；狩野ほか，２００２；山本ほか編，１９９９）を

採用することとした。

　本研究で想定する因果関係のモデルは，２つの概念間または概

念と観測変数との関係を解析するねらいから，なるべく単純なも

のとした。つまり，「林業依存度」，「地域の活性度」，「森林資源

の成熟度」，「林家当たり林業従事世帯員」，「不在村者保有面積割

合」の５つの変数を説明変数とし，これらがそれぞれに被説明変

数である森林管理水準に影響しているという個別のモデルを想定

した。それぞれのモデルは表－４のように名付けた。モデル内の

変数間の関係の強さはパス係数によって示されるので，それぞれ

のモデルの説明変数と被説明変数との間の関係をパス係数で比較

することになる。分析は１９９０年および２０００年について行ったので，

計１０個のモデルで係数を推定した。

　なお，分析には SPSS１１．０JおよびAMOS４．０Jを用いた。
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表－２．森林管理水準を示すと考えられる変数

出典分析に用いた変数変数名※

熊本県林業統計要覧
および林業センサス

民有林間伐面積（１９９６～２０００・１９８６～１９９０年の合計）
÷民有人工林要間伐林面積（４～８齢級（２０００・１９９０年））※２

間伐実施水準＿＊

林業センサス
下刈り等を実施した林家数（２０００・１９９０年）
÷林家数（２０００・１９９０年）※３

下刈り等実施林家率＿＊

林業センサス
間伐を実施した林家数（２０００・１９９０年）
÷林家数（２０００・１９９０年）※３

間伐実施林家率＿＊

※　　＊には，調査対象年次が入る。たとえば，２０００年の間伐実施水準についてのデータなら，「間伐実施水準＿２０００」とな
る。

※２　民有林間伐面積については，統計データの安定性を考慮して，対象年次を含む過去５年間の合計を使用した。
※３　林家数に関する統計は，１９９０年から２０００年の間に林業センサスの林家の定義が１haから３haに変わったために直接比

較することはできないので，注意が必要である。

表－３．森林管理水準に影響する要因を示すと考えられる変数

出典分析に用いた変数要因　　　　　変数名※

林業への依存度

国勢調査
熊本県市町村民所得推計
林業センサス

林業就業者数÷就業者数（２０００・１９９０年）
林業生産額÷総生産額（１９９９・１９９０年）※２
林野率（２０００・１９９０年）

林業就業者割合＿＊

林業生産割合＿＊

林野率＿＊

地域の過疎度（活性度）

国勢調査
国勢調査
熊本県統計年鑑

生産年齢人口÷総人口（２０００・１９９０年）
高齢単身世帯数÷一般世帯総数（２０００・１９９０年）
財政力指数（１９９８～２０００・１９８８～１９９０年度平均）

生産年齢人口割合＿＊

高齢単身世帯割合＿＊

財政力指数＿＊

森林資源の成熟度

林業センサス
林業センサス
林業センサス

民有人工林蓄積÷民有人工林面積（２０００・１９９０年）
民有人工林９齢級以上面積÷民有人工林面積（２０００・１９９０年）
民有林人工林率（２０００・１９９０年）

１ha 当たり蓄積＿＊

９齢級以上面積割合＿＊

民有人工林率＿＊

自家労働力の豊富さ

林業センサス林業従事世帯員数÷林家数（２０００・１９９０年）林家当たり林業従事員＿＊

不在村者保有面積割合

林業センサス不在村者保有面積÷私有林面積（２０００・１９９０年）不在村保有面積割合＿＊

※　　表－２と同様に，＊には調査対象年次が入る。
※２　林業生産額／総生産額については，執筆時点で２０００年のデータを入手することができなかったため，１９９９年のデータ

を使用した。
※３　財政力指数については，出典で３年間の平均が掲載されていたため，そのまま，対象年次を含む過去３年間の平均を

使用した。

表－４．モデルの名称

説明変数モデル名

林業依存度依存度モデル

地域の活性度活性度モデル

森林資源の成熟度資源成熟度モデル

林家当たり林業従事世帯員数自家労働力モデル

不在村者保有面積割合不在村モデル



Ⅳ．　結果と考察

　最尤法によって係数を推定した結果（注１），パス図は図－１

～図－１０のように，また，それぞれのモデルの適合度指標は表－

５のようになった。パス図中に使用した変数名の内容は表－２お

よび表－３に示したとおりである。また，示されている係数はす

べて標準化解である。以下，それぞれについてみていこう。

　依存度モデル（図－１，図－２）では，２０００年の「林業依存度」

から「森林管理水準」へのパス係数が０．６６であり，林業への依存

度が高いほど森林管理水準が高い傾向にあることが示された。先

にも触れたように（表－２）「林業依存度」を測定する変数のう

ちでは，「林業生産割合」と「林業就業者割合」のパス係数がそ

れぞれ１．００，０．８９と高く，収入面での林業への依存が強いほど森

林管理水準が高いという因果関係が推察される。

　過疎度モデル（図－３，図－４）では，２０００年の「地域の過疎

度」から「森林管理水準」へのパス係数が－０．５４，１９９０年が－

０．６４と，過疎がより進行している地域ほど森林管理水準が低い傾

向があることが示された。とくに，「高齢単身世帯数割合」との

関連が強い（パス係数１．００）ことが分かる。

　資源成熟度モデル（図－５，図－６）では，２０００年，１９９０年と

もに，「森林資源の成熟度」から「森林管理水準」へのパス係数

が１．００となっており，他の説明変数と比較してパス係数の値は最

も大きい。森林資源が成熟しているほど森林管理水準が高い傾向

が強いことを示している。

　自家労働力モデル（図－７，図－８）では，２０００年の「林家当

たり林業従事員」から「森林管理水準」へのパス係数が

１．００，１９９０年のそれが０．８３と，林家の自家労働力が豊富であるほ

ど，森林管理水準が高い傾向が強いことが示唆された。しかしな

が ら，両 モ デ ル で は，RMSEA（Root Mean Square Error of 

Approximation）がそれぞれ０．１４１，０．４８８であるなど，両モデル

の適合度が低いため，上の仮説を支持することはできない。

　不在村モデル（図－９，図－１０）では，「不在村者保有面積割

合」から「森林管理水準」へのパス係数は，２０００年および１９９０年

でそれぞれ０．３３，０．４１と，不在村者保有森林の多さと森林管理水

準との間にはあまり関連がないことが示された。このモデルで予

想された仮説では，不在村者保有面積が少ないほど森林管理水準

が高い傾向があるのではないかと考えられたにもかかわらず，分

析の結果はその逆，つまり係数が正の値となった。

まとめと今後の課題

　本研究では，関連があると予測された５つの要因について，森

林管理水準との関連性を分析した。森林管理水準との因果関係が

推察されたのが，パス係数の大きい順に，森林資源の成熟度，林

業への依存度，地域の過疎度であった。林業への依存度および地

域の過疎度については，事例的な分析によって指摘されていた関

係が，市町村別統計を用いた解析からも支持されることが明らか

となった。このように，共分散構造分析を用いることで，多くの

変数が関連する状況をより単純な関係としてとらえることができ

た。

　一方，自家労働力の豊富さと不在村保有森林面積割合について

は，森林管理水準との関連性を見いだすことはできなかった。し

かしながら，たとえば不在村保有森林面積について考えてみると，

不在村の森林においてより高い水準で管理がなされているとは考

えにくい。不在村者保有と森林管理水準との関係については，市

町村別統計ではなく，集落や林家など，より小単位で分析する必

要があるものと思われる。

　森林資源の成熟度が高いほど森林管理水準が高いという関係が

真実であるとするならば，森林資源の成熟度には森林管理主体の

行動や意識に影響を与える何かが存在するものと考えるのが妥当

であろう。たとえば，成熟度が高いほど，森林からの収入に対す

る関心が高いために，管理主体はより積極的である。あるいは，

成熟度が高いことは，森林を長い間育ててきた歴史を反映したも

のであり，そのような歴史が積極的な森林管理として受け継がれ

ている，などといった仮説が成り立つかもしれない。もちろん，

こうした仮説の検証には市町村別統計ではなく，やはり集落調査

や林家調査などのより小単位の主体を対象とした調査分析によっ

て森林管理主体の行動や意識を理解する必要があり，今後の課題

としたい。

　このほか，市町村別統計を用いた計量分析については，１点目

に分析の対象地域の拡大，２点目に３つ以上の構成概念（潜在変

数）を導入した因果分析への発展，３点目に因子得点を考慮した

分析を今後の課題としたい。

注

注１．分析に際し，すべてのモデルで，複数の観測変数から構成

概念に向かうパスの係数のうち１つを１に固定した。また，

下刈りなど実施林家率と間伐実施林家率は，両変数ともに林

家数を単位として測定されたデータであることから，すべて

のモデルで両変数の誤差分散の間に相関を認めた。さらに，

財政力指数と生産年齢人口割合，および ha 当たり蓄積と９

齢級以上面積割合についても，それぞれに共通因子の存在が

予想されるため，誤差分散の間に相関を認めることとした。

　　　この状態で最尤法により係数を推定したとき，パス係数が

１を超えるケースがみられた。そこで，依存度モデル（２０００

年）の「林業生産割合＿１９９９」，活性度モデル（２０００年）の

「高齢単身世帯割合＿２０００」，資源成熟度モデル（２０００年）の

「森林管理水準」，自家労働力モデル（２０００年）の「森林管理

水準」，活性度モデル（１９９０年）の「高齢単身世帯割合＿

１９９０」のそれぞれの変数についての誤差分散を０に固定した

上で再度分析を行った。
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図－３．過疎度モデル（２０００年）

図－５．資源成熟度モデル（２０００年）

図－７．自家労働力モデル（２０００年）

図－９．不在村モデル（２０００年）

図－２．依存度モデル（１９９０年）

図－４．過疎度モデル（１９９０年）

図－６．資源成熟度モデル（１９９０年）

図－８．自家労働力モデル（１９９０年）

図－１０．不在村モデル（１９９０年）

図－１．依存度モデル（２０００年）



（２００２年１１月２９日　受理）
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表－５．各モデルの適合度指数

RMSEAAGFIGFIAIC確率自由度χ２値年次説明変数

０．０６８０．８５５０．９４５３６．１３５０．２５６８　１０．１３５２０００年依存度モデル

０．０９３０．８３９０．９４６３８．４４７０．１６５７　１０．４４７１９９０年

０．０８２０．８４６０．９４９３７．６９５０．２０７７　９．６９５２０００年活性度モデル

０．０６３０．９６４０．９５５３６．５６７０．２８５７　８．５６７１９９０年

０．０６４０．８６６０．９５５３６．６２７０．２８１７　８．６２７２０００年資源成熟度モデル

０．０９９０．８３３０．９５２３９．３６７０．１５４６　９．３６７１９９０年

０．１４１０．８２６０．９６５２０．２５５０．１１９２　４．２５５２０００年自家労働力モデル

０．４８８－０．０１４０．８９９３２．５８１０．０００１　１４．５８１１９９０年

０．００００．９９６１．０００１８．０４３０．８３５１　０．０４３２０００年不在村モデル

０．０００１．０００１．０００１８．００３０．９５８１　０．００３１９９０年

AIC=Akaike's Information Criterion
GFI=Goodness of Fit Index
AGFI=Ajusted GFI
RMSEA=Root Mean Square Error of Approximation


